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「アベノミクス」を中止　所得を増やし雇用を安定
安倍政権は、「アベノミクス」の第３の柱となる「成長戦略」をまとめたのに続いて、今後の財政運営の指針となる「骨太方針」(素案)を決めました。　　　　　ｐうたい文句は、「経済再生と財政健全化の両立」です。しかし、大企業に「世界一活動しやすい国」を保障する一方で国民の所得は奪い雇用を破壊する「アベノミクス」では、経済の再生も財政の立て直しも実現しません。経済と財政を再建するというなら、まず「アベノミクス」を中止すべきではないでしょうか。　　　　　　　　ｐ①　異常な金融緩和と財政出動、「成長戦略」を柱とする「アベノミクス」は、金融緩和のため国が発行する国債を日銀がどんどん買い上げるため、事実上財政赤字を日銀が穴埋めする政策だと批判されています。金利の上昇で国債の利払いにあてる国債費が増える懸念も現実のものになろうとしています。安倍政権が「経済再生と財政健全化の両立」を言い出したのも、批判や懸念が無視できないためです。財政を立て直すには国民の暮らしを豊かにし経済を活発にして税収を増やすことが必要ですが、もともと「アベノミクス」には消費者物価を２％上昇させる目標はあっても、国民の所得を増やす目標はありません。安倍首相は「国民総所得（ＧＮＩ）」を増やす（１０年後１人あたり１５０万円）と言い出していますが、国民の収入も企業の儲けもいっしょにした計算です。円安や株価の上昇で大企業が儲けを増やしても、労働者の賃金や雇用が増えなければ国民の所得は増えません。利益を社会に還元させる法人税などの税率はさらに引き下げようというのが財界の要求です。これでは税の歪みがいよいよ激しくなり、税収も落ち込むことになります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ②　安倍政権が「骨太方針」で持ち出している中身を見ても、社会保障支出を「聖域とせず、見直しに取り組む」ことや、地方財政のための支出を見直すなど、国民向けの支出を削減するものばかりです。大企業優遇の財政・税制の仕組みを改めるという発想はまったくありません。福祉や教育など国民向けの予算の削減が生活をさらに悪化させ、経済をいっそう落ち込ませるのは確実です。安倍政権がやろうとしているのは、経済と財政の再建を「両立」させるどころか、破綻させる道です。とりわけ「骨太方針」が、来年４月からの消費税増税について「着実に取り組む」としていることは重大です。消費税増税は、すべての国民に重い負担を押し付け、購買力を奪うもので、経済も税収も落ち込ませます。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　　　　　　　　　
桑名市議会　６月議会は請願議会に
提出される議案の発表と詳細の説明がありました。１８議案と８つの報告です。
【提出１８議案】専決処分の報告及び承認を求めるが４議案（平成２４年度一般会計補正と市税条例・都市計画税条例・国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定）。平成２５年度補正予算４議案（一般会計、農業集落排水事業特会、医療センター貸付特会、水道会計）。条例の制定４議案（総合計画審議会、行政改革推進委員会、子ども子育て会議、新型インフルエンザ等対策本部）。条例の一部改正４議案（委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する、国民健康保険税、福祉医療費の助成に関する、水道水源保護条例）。それに「市道の認定」と「子どもを虐待から守る都市宣言」の制定２議案です。　【８報告】繰越明許計算書（一般会計、農業集落排水事業特会、水道会計、下水道会計）４件。専決処分の報告（公用車の事故）２件。医療センターの経営状況に関する書類の提出と議決事件に該当しない契約（水道施設流量等監視装置設置工事）の２件です。

肉付けという一般会計補正予算は金額２８億４５６４万円です。１０５の事業で新規・追加の予算がありましたが、その内の７３ほど説明を受けました。その内訳は、金額の大きいものから土木費（蛎塚益生線３.７億円、江場安永線２.３億円、総合運動公園１.８億円、駅西土地区画整理事業６億円）が１７億円です。地域振興基金積立２億円、地域密着型介護老人福祉施設整備費補助金１.８億円、消防車両等購入費０.７億円、本庁舎耐震整備費０.６億円、清風園整備費０.４億円などです。目新しいのは、市長の公約である１８歳未満の子どもが３人以上いる家庭に中学生の通院に係わる医療費を助成する１１百万円くらいです。何が肉付けなのか、骨格予算は何なのかが改めて問われます。
また、４つの請願が出されています。

1 ＴＰＰへの参加に反対する請願（農民連など９つの団体から）
2 風疹の予防接種費用に公費助成を求める請願（三重県保険医協会から）
3 新病院建設場所の検討と太陽の光を求める請願書（近隣住民５名から）
4 消費税増税中止意見書の採択を求める請願（桑名員弁民主商工会から）
いずれも、急を要するもので、市民生活に直結する重要な問題です。
【６月議会のスケジュール】　　　　６月１８日(火)―２１日(金)、２４日(月)午前１０時 本会議(代表質疑・議案質疑・一般質問）、６月２５日(火)―２６日(水)午前１０時　常任委員会、６月２７日(木)午前１０時  　病院特別委員会、７月２日(火)午後１時  本会議(委員長報告、討論、採決)閉会
「２０１３景観と住環境を考える全国ネットワーク」の全国集会に参加｢高層マンション」の対策等について勉強してきました。(６月１日（土）東京法政大学市ヶ谷キャンパス)

集会の内容は、
1 第一部　全国マンション紛争の現状報告　
日影、圧迫感、町並み破壊、住環境破壊、景観破壊など、地域のあり方を否定するマンション計画について全国の一般市民が報告し、現状のまちづくり制度の問題点を明らかに。
1） 向ヶ丘遊園(川崎市)の緑を守り、市民いこいの場を求める会　　１１年にわたる闘いで緑を残すと共に集合住宅を一戸建てに変更させ、２０１０年の緑の都市賞を受賞したとか。
2） 舟岡山裁判、京都会館保存運動　　京都市の景観条例は参考になる。
3） 名古屋の状況と沖縄での超高層反対運動　　後藤徹さんの報告です。建築基準法ぎりぎりに立てたがる。日影図問題解説。
4） 千葉市高度地区見直しについて　　桑名市も消防車のはしご車の届く高さに制限して行くべきではないか。
5） 浦和ドミノマンション（さいたま市）の実態と問題点　　一昨年通った所がそうなのか。地権者と開発業者は何を考えているのだろう。
6） 二子玉川（世田谷区）の環境を守る会　　区画整理、再開発会議でもよく出てくるところです。ビル風がひどいらしい。武蔵小杉と合わせて観に行きたい。
7） ライオンズマンション京町周辺（横浜市と川崎市にまたがる）に在住の近隣　　施主側と行政の不誠意。暴力行為も発生している。
8） 小石川２丁目マンション（文京区堀坂）の無秩序な開発・建設を考える会　　　見てきました。狭い坂道に沿って巨大マンションです。通学路も守れません。
9） 順天堂再編事業（文京区お茶ノ水）による問題点を考察するネットワーク　　文教地区に１００メートルを超える巨大建物。
2 第二部　なぜ日本ではマンション紛争が起きるのか　
１）講演　なぜ日本で建築紛争が絶えないのか
講師　日置雅晴氏（景住ネット代表・早稲田大学法科大学院教授）　　問題は、①開発の自由と財産権至上主義②都市計画規制が緩すぎる③建築規制は最低限以下のもののみ確認による抑制④社会の住環境に対する感覚の鈍さにあると指摘。外国の例をスライドで紹介。日本にも近江八幡や松阪に良い例がある。
２）報告　ベレビュー（アメリカ）の町並みの仕組みと市民意識　伊藤博樹氏　　規制とは自分の自由を奪うのではなく、自分の財産の価値を守ってくれるもの。
３）報告　西宮市の現状と問題点　高橋倫恵氏　　目神山地区や甲陽園はり半跡地の事例報告。紛争をきっかけにまちづくりに生かす。行政も地域に入って行く勇気を。
3 　第三部　空き家・空き地をどうするか　
全国の空き家推定八〇〇万戸、新築住宅年間八〇万戸建設、人口減少・マンション紛争・超高層乱立、住宅街の空き家・シャッター通り、地域のつながりと安心をどう取り戻すのか。
1） 基調報告　山本理顕氏　住宅　家族　プライバシー　再生産の流れを説明。
2） 報告　　　４題
a)松本恭治（住宅問題研究者）空き家、高齢化・人口減少時代の都市・住宅問題
b)小磯盟四郎（川崎まち連）武蔵小杉の高層による日影と風害
c)三橋重昭（中小企業診断士）商店街の空き地・空き店舗問題
d)林厚見（東京Ｒ不動産）新しい取り組み
3） 対談　　　山本理顕氏と五十嵐敬喜氏
　　五十嵐敬喜氏の土地総有論、山本理顕氏の建築士に主体性はないが印象に残った。
６月２日（日）は、現地見学（超高層乱立の武蔵小杉、文京区のマンション紛争）でしたが、武蔵小杉は遠いために、午前中に文京区の３つのマンション（堀坂、善光寺坂、網干坂の紛争地）を巣鴨から水道橋まで、ひとりで歩いて見てきました（約２時間半）。小石川では住民の方の話も聞くことができました。
武蔵小杉の２００ｍ近い超高層マンション群は、別の機会に是非見てきたいと思っています。工場や社宅の跡地が次々と超高層マンションに変わっている。地元で本格的反対運動が起き、都市計画の変更に４万通の意見書が出されたが市はこの声を黙殺した。
日本共産党が６日に発表した参議院選挙政策　キーワードは「自共対決」
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Ｎｏ．１８７　　　　　２０１３年　６月１３日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５



































日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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